










































































































































































































































































































































































































































































b／a 賃織委託先? a織物生産高 b賃織生産高 ?
c紡績化繊 c／b％ d商社 d／b％ e親機 e／b％ fその他 f／b％
1955 337，766 180，77853．5 39，83222．0 123，01668．0 17，074 9．4 855 0．5
1965 502，161 379，95075．7 120，64431．8 238，80262．9 14，064 3．7 439 0．1
1975 679，521 545，14980．2 85，01115．6 432，74979．4 18，241 3．3 9，148 1．7
1985 860，531 687，3897 ．9 155，21622．6 514，61374．9 5，529 0．8 12，031 1．8
1995 664，839 535，11680．5 185，44034．7 327，27261．2 926 0．2 21，478 4．0
1999 490，237 393，89480．3 111，02428．2 256，36665．1 26，504 6．7

































生産量 千㎡ 511，000907，000894，212 175．0 98．6
生産金額 百万円 58，940 143，176156，325 265．2109．2
付加価値額 百万円 13，99332，43128，920 206．7 89．2
　従業員1人当付加価値z 千円 474 1，386 L111 234．4 80．2
輸出量 千㎡ 165，900316，386308，478 185．9 97．6
輸出金額 百万円 18，13046，895 62，998 347．5 134．3
労働力
従業員 人 29，50023，406 26，019 88．2 111．2


















独立企業及グループ数 2，501 716 1，858 89．8 313．7
平均織機台数



















































構革実施企業構成比 6．4 12．8 14．0 18．6 22．9 17．46 1．4 100．0
全企業構成比 32．6 33．3 12．69．3 7．3 3．7 1．0 0．2 100．0
構革実施金額（百万円） 125 294 558 1，313 2，938 5，5706，433 6，65523，887





































































































































































区分 ～10 11～201～30 31～5051～100 101～200 201～500501以@　上 計
企業数
@　構成比（％）
207
Q8．5
278
R8．2
　　93
P2．8
63
W．7
48
U．6
31
S．3
　　6
O．8
　　1
O．1
　　727
P00．0
織機台数
@　構成比（％）
1，442
@　7，0
4，247
Q0．7
2，371
P1．5
2，458
P2．0
3，427
P6．7
4，224
Q0．6
1，852
@　9．0
512
Q．5
20，533
P00．0
・福井県繊維協会「FUKUI繊協ニュース』No．24914頁の数値を使用。
成で20台以下の構成比はほぼ同じであるいっぽう、100台以上企業の構成比は微増にとどまっており、
企業数及び生産量の低落を勘案すると全体的衰退状況は否めない。こうしてみると、1970年代後半以
降の繊維工業（産業）構造改善政策が、産地織物業をアパレル産業やデザイナーといった川下との連
携により製品開発力を高め市場対応の生産体制を築くことにあったとすれば、上記の検討から明らか
なように福井県においては、むしろ中堅・大手の織物企業は、確かに新合繊を製織しうる技術力があ
りながら、産地の産業集積を活用しながら自販力を培い自立指向の路線を選択するよりも、大手化合
繊メーカー及び商社の委託による賃加工で存続可能であったために、寡占的な大手化合繊メーカーの
系列に属しつつ従属的賃加工の位置に留まっていたと言えよう。そのことが、90年代のバブル崩壊後、
さらなる円高により化合繊メーカーが賃加工を絞り込みつつより有利な取引条件を求めて海外進出へ
方向転換し、中国が革新織機の大量導入による生産力増強を一段と進めると産地の衰退傾向に拍車を
かけたと言える。
　ところで、衣類・同附属品の輸入依存が繊維産業、とりわけ産地織物業の弱体化・衰退傾向にとっ
て決定的ということを指摘したが、国際分業と国内需要に対する自給力のバランスを著しく欠くこと
は国内における循環型経済を考慮すると好ましいことではない。衣類需要の個性化・多品種少量化・
短サイクル化に対応した高付加価値製品生産領域で、産地特性や高度技術を生かしたモノづくりを支
援する政策があってよい。確かに、製品企画力やQR、ブランド形成を支援する政策も採られてきた
が、デザイナー養成や新素材開発・応用技術をバックアップする政策は、衣料分野での「日本文化産
業」育成という視点から見ると、甚だ不十分だったといわざるをえない。また、繊維に関する輸入規
制を極力回避しようとする通産省の貿易政策にも問題があった。自動車産業や家電産業といった70年
代以降日本の主要な輸出産業に望ましい自由貿易条件を維持することや、1989年以降の日米構造協議
における規制緩和・内需拡大路線を優先させ、1994年に繊維セーフガード措置に関する手続きを定め
ながら40、90年代に見られる繊維の特定品目の著しい輸入増加に対する輸入制限措置発動要請は認め
られなかった41。
40　前掲『通商産業政策史8』107～113頁。
41　前掲　砂山論文　11頁参照。
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　さて、1960年代から90年代に至る繊維産業に対する構造改善政策の実態について福井県の合繊織物
業を中心に検討してきたが、産地織物業に対する効果という視点で概括すると、自動織機・革新織機
等の設備による定番量産品の生産力増強と経営の集約化による第1段階の競争力強化は、相対的に大
規模企業にとって追い風となったと言えるが、近隣のアジア諸国でも革新織機等が導入されると瞬く
間に追いつかれ、かえって導入に伴う負債が重荷になりえた。第2段階の構造改善事業で取り組まれ
たアパレル産業等の川下産業との垂直連携（1988年までは知識集約化グループ、1989年以降はLPU）
による知識集約化、新製品開発力の取得やQR体制実現は、確かに完成品製作や新製品開発の契機と
はなったが、オイル・ショックや円高も重なり効果は限定的であった。事業費の多くも設備近代化や
リース事業に使われている。そして福井県に関しては、LPUが川下に向かうより川上の化合繊メー
カーとの連携に向かい、新合繊の成功があるにせよ、産地独自の自販品を開発するものではなかった。
また、途中から加えられた商工組合による構造改善円滑化事業費の大部分が設備リース事業費であり、
完成品開発にどの程度寄与したのか不明であるが、その後の生産量の低下や企業数・織機台数の減少
を勘案すると、成果は乏しかったと思われる。
　では、もはや繊維の産地としての存続は期待できないのか。繊維法規に基づく構造改善事業に終止
符が打たれた20世紀末でも、福井県では撚糸、仮撚り、染色加工、細幅織物、ニット、レース、絹織
物等の生産量が国内のトップまたはトップクラスにあり、繊維産業に関する有数の産業集積が備わっ
ていた。とりわけ新合繊や複合織物等の高品質を生み出す製織技術や染色加工技術を持った有力企
業・工業技術センターがこの地域にはあり、これらと産業集積が効果的連携を組み、さらにデザイナー
やアパレル産業とのコラボレーションを実現できれば新たな可能性を見出しうる42。近年、北陸3県
繊維産業クラスター活用の試みも見られたが、これらの動向については別の機会に検討したい。
付記　北陸産地調査では、福井県繊維協会総務企画部長伊藤正則氏、福井県織物工業組合事業部部長
大久保昇氏、福井県工業技術センター化学・繊維部部長林芳輝氏、石川県織物構造改善工業組合事務
局長津田克彰氏、小松精練株式会社取締役奥谷晃宏氏等より機業経営や織機、染色加工に関する技術
について貴重な助言を得たことに謝意を表します。
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